
一般社団法人日の出医療福祉グループ 

 

令 和 元 年 度  事 業 計 画 

（令和元年 5 月 1 日 から 令和 2 年 4 月 30 日まで） 

 

1. 地域公益事業の推進 

 

会員各社のみならず地域の方に対しても、医療、介護福祉事業分野もしくはその

時々の話題の事項について、知識習得、理解度を高めるための講演会、研修会の開

催を行い、併せて介護福祉分野で活躍出来る人材育成の手助けを進めていきます。 

 

  【兵庫大学と連携した奨学金制度の実施】 

兵庫大学との連携により、兵庫大学生涯福祉学部社会福祉学科への入学希望者

を対象とした奨学金制度を創設し、社会福祉の専門的知識を習得した福祉分野

における人材育成を行います。 

■ 募集定員：３名 

■ 募集内容：兵庫大学生涯福祉学部社会福祉学科への入学希望者で将来、社会     

福祉分野への就職を希望する者に４年間学費の一部を貸与する。  

 

  【日の出塾の実施】 

医療介護業界のトップランナーや著名な専門家を講師とした講演会「日の出    

塾」を開催します。 

■ 実施頻度：月 1 回（今年度は 14 回開催）各 2 時間程度 

■ 実施場所：加古川市平岡町新在家 2301 兵庫大学教室 他 

 

【研修等の実施】 

資格取得支援講座として下記の教育研修を実施します。 

■ 初任者・実務者研修 

■ 介護福祉士・介護支援専門員受験講座 

■ 介護サービス必須研修 

■ 喀痰吸引研修 

 

 

 



2. 社会福祉法人、医療法人連携事業 

  

会員となる医療法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人など、会員同士が連携

し、より効果的・効率的な運営を目指していきます。 

 

  【経営戦略会議の開催】 

会員を対象として、経営理念の浸透、組織のあり方、具体的かつ効率的な連携

の内容などの会議を実施します。当法人では、大局的かつ指導的立場から議論

の行く方をコントロールし、アドバイスを行うなど、総合的にグループの経営

戦略を検討します。 

■ 実施場所：加古川市平岡町新在家 2333-2 日の出医療福祉グループ会議室 

■ 実施頻度：H I N O D E P R I D E会議月１回（今年度は 12 回開催）、各 4 時間程度 

 

  【Web 広報等の推進】 

会員もしくは会員外企業から、パンフレット・ホームページ・プロモーション  

動画等の制作を受託し、医療・介護・福祉施設もしくは受託企業のイメージア

ップならびに利用者獲得を図ります。 

■ パンフレット・ホームページ・プロモーション動画などの制作、保守 

■ ＳＥＯ対策（ネット検索で上位に表示させつる）など専門的手法を駆使しよ

り効果的営業支援 

 

  【情報システム化の推進】 

会員の管理部門の業務効率化のための支援を進めます。経費削減効果について

は、管理部門の人件費はもとより、患者・利用者管理、会計・入職管理システ

ムなどを独自で開発することにより外にかかる経費節減につながります。 

■ 会計・経理業務（RPA 導入） 

■ 職員管理・勤怠管理 

■ 基幹システムの開発、導入支援 

 

  【広報活動の推進】 

専門的知識を有する顧問先からの助言により適切な広報活動を行います。 

■ 広報誌の発刊 月 1 回 年 12 回 

■ 新聞、テレビほかマスメディアへの情報提供 

 



  【医療・介護福祉人材の確保等の支援】 

会員に対して、人材確保・人材交流を目的としてエキスパート人材の出向を行

います。 

■ 管理職・介護支援専門員・看護師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・

介護福祉士 

■ 労働者派遣事業及び職業紹介事業の許可については、必要に応じて許可取得

を目指すものとします。 

 

会員からの人材採用業務を受託することにより、会員における事業効率化と優

秀な人材確保を実現します。 

■ 専用の求人サイトの立ち上げと有効的な運営 

■ 就職セミナーの開催 

■ 応募者母集団の形成方法等採用ノウハウの標準化 

■ 応募者・採用各社双方との有効な連絡体制の確立 

■ 奨学金制度の創設・実施 

 

会員に対して、外国人技能実習生、外国人留学生ほか（介護職等）の採用支援を

行います。 

■ ミャンマーほかにおける介護人材の現地情報を採取、提供 

■ 外国人技能実習生受入事業については参入の可否を含めた研究を進めます。 

 

  【法人管理業務】 

   社員総会 

■ 定時社員総会（平成 30 年度決算・事業報告の承認） 7 月 

■ 臨時社員総会（令和元年度予算・事業計画の承認） 4 月 

    上記のほか必要に応じて随時開催します。 

 

【その他管理業務】 

   事業報告、役員登記、予算書・決算書の作成、税務申告など法人の維持管理に

関する諸手続きが必要となります。 

   これらの手続きについては、辻田会計事務所、畑社会保険労務士事務所と顧問

契約を締結し最適な法人運営を担保していきます。 

 



3. コンサルティング事業 

 

  当法人の社員、職員及び正会員の法人各社は、医療及び社会福祉事業運営に関す

る高度なノウハウを保有していますが、これをもとに地域および中国他海外に存在す

る医療施設及び社会福祉施設に対してコンサルティングを展開します。 

 コンサルティングの目的は、地域及び中国他海外における医療、介護、福祉のレベ

ルアップを図るとともに連携を強化するねらいがあります。 

  

  【医療福祉に関するコンサルタント】 

会員または会員外の社会福祉事業運営者に対して、管理者などの資格保有者を出

向させるなどの方法により、社会福祉事業の運営方法、受益者の確保・補助金獲

得など収益力の強化、受益者に対するサービス向上などを実地に教育し訓練を行

わせます。これらにより、クライアントの行う社会福祉事業を軌道に乗せ、経営

の安定を図ります。 

■ 自立支援を進めるための取組みの指導 

■ システム化等効率化を図った利用者確認のノウハウ提供 

■ リハビリ機器の選定およびリハビリメニューの作成 

■ 運営管理システム（職員管理、RPA による経理処理、入職に関わる書式

等）の構築 

 

専門的知識を有する顧問先からの助言も併せコンサルティングを行います。 

■ 導入する機器の仕様及び機種の選定 

■ 財務、経営相談 

■ 人材教育（危機管理、感染症対策等） 

 

  【中国法人に対するコンサルタント】 

   当グループの有する医療・介護福祉事業の運営ノウハウを、中国法人に対し 

現地で新規開設する施設に関してコンサルタントをすることで、日本式医療・

介護福祉の良さについて広く伝えていきます。 

■ 中国（北京）に新規開設する健康増進を目的とした施設開設へのコンサルタ

ント 

 


